
（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

1 基1-(1)-1
協働シンポジウム・
フォーラム開催事
業

協働の理念や手法について広く一般市
民に周知するためのシンポジウム・
フォーラムを開催する。

短期 実績なし。

「わくわく交流会（市民活動補助金交付対象事業公開報告会）」に
て、「活動助っ人座」代表の守随純子氏にファシリテーターをお願
いし、補助金事業の発表内容を元に、市民活動と協働について
考える機会とした。

継続 市民協働課

2 基1-(1)-2
「市民協働出前講
座」事業

指針や市民協働推進計画について広く
市民に周知・啓発するため、各地域に
出向き「出前講座」を開催する。

短期 ３回実施（参加者２７名） ２回実施（参加者数２１名） 継続 市民協働課

3 基1-(1)-3
「協働事業事例集」
発行事業

市内における市民活動及び協働に関
する身近な協働事例を整理し発行する
ことで、「協働」をわかりやすく市民に周
知する。

短期
市民活動補助金の行政提示型事業として募集を行い、応募の
あった「あんねっと」と協働で８事業を取材。編集の後、協働ハンド
ブック「コネクトvol.1」として発行。

平成２５年度に作成した「コネクトvol.1」を、市民が参加する講座
やセミナーなどに積極的に提供するとともに、市内各施設に設置
し、市民団体向けにも配布した。また職員向け研修等の資料とし
ても活用した。

改訂版の作成を検討。 市民協働課

（１）協働意識の醸成基本方針１ 市民協働に関する情報の収集及び提供

《主要事業一覧》
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通
し
番
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事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

4 基1-(2)-1
市民活動活性化事
業（情報受発信）

安城市民交流センターにおいて、市民
活動情報サイトの管理、メールマガジ
ンや情報誌の発行等により情報の受
発信を行う。また、交流センターまつり
やわくわく交流会の実施など、人と人を
繋ぐ交流によって情報の提供を行う。

実施
中

市民交流センターメールマガジン：１２回、情報誌（わくわく通信）：
４回、交流センターまつり：１回、わくわく交流会：１回

市民交流センターメールマガジン：１２回、情報誌（わくわく通信）：
４回、交流センターまつり：１回、わくわく交流会：１回

継続 市民協働課

5 基1-(2)-2

情報共有促進事業
（ウェブサイト及び
ソーシャルメディア
の活用）

市民活動に関する情報を市民活動情
報サイトに一元化し、ポータルサイトと
しての機能の充実を図る。また、情報
の出し手、受け手双方向からの情報交
換・共有を促すため、フェイスブックな
どのソーシャルメディアを活用する。

実施
中

スキルアップ講座として、市民活動情報サイト運営会社の担当者
を招いて「情報サイト活用講座」を１回開催し、団体の活動情報発
信をサポートした。

市民交流センターの閲覧用PCをWindows7及びOffice2013に更新
し、それに伴いインターネットやPCなどに不慣れな利用者に対し
て、スタッフによる支援業務を強化した。

「情報サイト活用講座」の
開催とフェイスブック開設
を予定

市民協働課

6 基1-(2)-3
情報共有促進事業
（団体登録情報共
有化）

市民活動センターや生涯学習ボラン
ティアセンター、青少年の家などで行っ
ている団体登録制度の情報の共有化
を図る。

中期
「ボランティア・市民活動団体等関係機関連絡会」にて、各機関の
担当者と意見交換を行った。

「ボランティア・市民活動団体等関係機関連絡会」にて、各機関の
担当者と意見交換を行い、登録団体の活動内容の共有に向け
て、活動報告書の書式改正を行った。

継続
市民協働課
生涯学習課

社会福祉協議会

7 基1-(2)-4

情報発信強化事業
（市広報や各種た
よりなど紙媒体の
活用）

「広報あんじょう」において、市民活動
団体や協働事例の紹介などを行う市
民協働コーナーを設けて、紙媒体によ
る情報発信の強化を図る。

短期 未実施

広報あんじょうでは３月１５日号にて市民活動団体の紹介を行っ
た（主に条例指定のＮＰＯ法人）。また５月１５日号の特集記事掲
載に向けて調整を進めた。
「わくわく通信」では８団体の紹介を行った（年４回発行×各号２団
体）

広報あんじょう（５/１５号）
においても市民活動団体
の紹介記事を掲載予定。
わくわく通信は継続

市民協働課

8 基1-(2)-5

市民協働ＰＲ事業
（集客施設・イベン
トにおける情報掲
示板やＰＲブース
の設置）

七夕まつりなどの集客イベント、商業施
設などの集客施設において、市民協働
に関する掲示板やＰＲブースの設置を
図る。

中期
社会福祉協議会の社協まつり、サンクスフェスティバル、市民交
流センターまつりにおいて、あんねっとと協働でブースを設置し、
ＰＲ活動を行った。

七夕まつり及び社会福祉協議会の社協まつりにおいて、あんねっ
とと協働でブースを設置し、ＰＲ活動を行った。

継続 市民協働課

9 基1-(2)-6

町内会加入促進事
業（町内会への加
入促進に向けた啓
発）

市ウェブサイトなどによる啓発や市窓
口での転入手続き時に、町内会への加
入を呼びかけるチラシの配布を行う。

実施
中

主要町内会長にご協力いただき加入率促進施策を検討する委員
会を開催。委員会の提案により、啓発チラシの配布や広報掲載な
どの啓発活動を実施した。

委員会を開催。加入率促進施策の提案を受け、広報特集の掲載
時期を年度末から年度当初に変更することとし、また市民課窓口
における町内会会員異動届の配布と受領（提出は任意）を平成２
７年度４月から実施することとした。

継続 市民協働課

10 基1-(2)-7
企画広報事業（あ
んじょう社協だより
の発行）

社会福祉協議会の取組や地区社会福
祉協議会及び町内福祉委員会等の取
組、地域福祉活動を進めていく上で役
立つ情報などを広く市民に提供する。

実施
中

毎月15日に発行し、広報あんじょう15日号へ折り込みで全戸配布
している。

毎月15日に発行し、広報あんじょう15日号へ折り込みで全戸配布
している。

継続 社会福祉協議会

基本方針１ 市民協働に関する情報の収集及び提供 （２）多様な媒体を活用した情報の発信・共有
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通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

11 基1-(3)-1
悠々熟年世代の生
きがい探し講座事
業

協働のまちづくり人材を発掘するため、
団塊の世代をはじめとした熟年世代を
対象にファイナンシャルプラン講座や
ボランティア講座、趣味・教養講座など
定年後の暮らし全般に役立つ連続講
座を開催する。また、講座修了者がボ
ランティア活動や地域活動などの多様
な活動へ主体的に参加できるよう支援
を図る。

短期
シルバーカレッジを２教室開催、高齢者教室を１２教室開催。受講
者は卒業後も自主活動やボランティア等の社会貢献活動を行っ
ています。

シルバーカレッジを２教室開催、高齢者教室を１２教室開催。受講
者は卒業後も自主活動やボランティア等の社会貢献活動を行っ
ている。

継続 生涯学習課

12 基1-(3)-2
きっかけマッチング
コーディネート事業

ボランティア活動や町内会活動など市
民活動に興味はあるが、参加するきっ
かけがつかめない市民を対象に、市民
活動センターにおいて市民協働コー
ディネーターが相談を受付け、団体を
紹介する相談業務を行う。また、市民
活動を始めたい人が、既に市民活動を
行っている人に体験談を聞く、マッチン
グセミナーを開催する。

中期 未実施

コーディネーターによる相談業務は未実施

マッチングセミナー的なものとして市民団体主催の自主事業（３講
座）や、交流センターまつりやわくわく交流会の中で、市民活動を
行っている人の体験談等を紹介した。

現在マッチング事業はセ
ンターが行っている状況
だが、今後は市民協働サ
ポーターにも本事業にお
いて活躍していただける
場を提供する。

市民協働課

13 基1-(3)-3
協働事業お見合い
コーディネート事業

協働事業の実施に向けて、協働したい
団体を対象に市民活動情報サイトによ
る協働パートナーの募集や市民活動セ
ンターにおける個別相談マッチング、わ
くわく交流会における集団マッチングを
行う。

中期
市民活動センターにて個別相談には対応しているが、マッチング
に関する募集事業は未実施。

市民活動センターにて個別相談には対応しているが、マッチング
に関する募集事業は未実施。

２７年度は社会福祉協議
会と協働で開催を検討。

市民協働課

14 基1-(3)-4
市民活動活性化事
業 (市民活動団体
支援)

安城市民活動センターにおいて、市民
活動に関する情報を収集し、館内掲示
や配布により広く情報の発信を行う。ま
た、相談を受けることで、個人と団体も
しくは団体と団体のマッチングを行う。

実施
中

相談件数：７０件
マッチング件数：３９件

相談件数：７３件
マッチング件数：２９件

継続
（アフターフォローを強化）

市民協働課

15 基1-(3)-5
ボランティア活動振
興事業（ボランティ
アセンターの運営）

ボランティア活動を行いたい人と、ボラ
ンティアの手助けがほしい人とのマッチ
ングと、ボランティアとして活動したい人
やグループ・団体からの相談やボラン
ティアの協力を求めている人からの相
談を行う。

実施
中

毎週火・木・土には専任のボランティア相談員を配置し、相談日以
外の開館日は担当職員が随時相談に対応している。ボランティア
団体・個人については、登録制度をとり、ボランティアニーズに応
じて登録紹介、募集、関係者への相談を行っている。

毎週火・木・土には専任のボランティア相談員を配置し、相談日以
外の開館日は担当職員が随時相談に対応している。ボランティア
団体・個人については、登録制度をとり、ボランティアニーズに応
じて登録紹介、募集、関係者への相談を行っている。
・ニーズ把握、相談支援向上のため、登録者と相談利用者へアン
ケートを実施した

アンケート結果を活かし
相談支援向上に努めて継
続する。

社会福祉協議会

基本方針１ 市民協働に関する情報の収集及び提供 （３）市民活動への参加のきっかけづくり
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事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

16 基2-(1)-1
市民活動活性化事
業（人材・団体育成
事業）

安城市民交流センターにおいて、市民
活動に造詣が深い人や先進的な活動
を行っている団体・個人を招いて、スキ
ルアップ講座及びわくわくサロンを開催
し、日ごろから市民活動をしている団体
や市民活動に関心がある市民に学ぶ
機会を提供する。

実施
中

スキルアップ講座：１回
わくわくサロン：２８回

スキルアップ講座：３回
わくわくサロン：２８回

継続 市民協働課

17 基2-(1)-2
悠々熟年世代の生
きがい探し講座事
業【再掲】

協働のまちづくり人材を発掘するため、
団塊の世代をはじめとした熟年世代を
対象にファイナンシャルプラン講座や
ボランティア講座、趣味・教養講座など
定年後の暮らし全般に役立つ連続講
座を開催する。また、講座修了者がボ
ランティア活動や地域活動などの多様
な活動へ主体的に参加できるよう支援
を図る。

短期 ※【再掲】につき、記入省略
※【再掲】につき、記入省略

　再掲元：基１－（３）－１【通し番号：１１】
継続 生涯学習課

18 基2-(1)-3
協働のまちづくり人
材養成講座事業

ワークショップを通じて、市民や市職員
が協働のまちづくりに関する基本的な
知識やスキルを共に学び合い、協働の
まちづくりを実践する仲間づくりができ
る講座を開催する。

短期
特定非営利活動法人パートナーシップ・サポートセンターに委託
し、「まちづくり人（びと）養成講座」として、市民と職員総勢４２名
が全５回の講座を受講した。

特定非営利活動法人パートナーシップ・サポートセンターに委託
し、「まちづくり人（びと）養成講座中級編」として、市民と職員総勢
２９名が全５回の講座を受講した。

２７年度はまちづくり人養
成講座初級編の開催を検
討

市民協働課

19 基2-(1)-4
市民協働コーディ
ネーター育成事業

初級・中級・上級編の講座により、安城
市内及び市役所内で活躍する市民協
働コーディネーターを育成する。

中期 初級編講座を実施し、４２名が受講。 ２５年度の初級編に引き続いて中級編を実施し、２９名が受講。 継続 市民協働課

20 基2-(1)-5

市民活動団体交流
及び活動発表会事
業（わくわく交流会
事業）

団体がお互いの活動を紹介し、まちづ
くり活動を行う市民や団体同士が交流
し、お互いに知り合い、共に学び合い
ながら、それぞれの特徴を活かして、
相互連携・仲間づくりにつなげていく交
流会を開催する。

短期
１回開催（平成２６年２月２２日、参加団体：６団体、参加者数：５２
名）

１回開催（平成２７年２月２２日、参加団体：９団体、参加者数：６２
名）

平成２８年２月２０日に開
催予定

市民協働課

21 基2-(1)-6
町内会ノート研修
事業

町内会長連絡協議会において、新任
町内会長向けに、新たに町内会の役
員になる場合に必要最小限の知識や
ノウハウを学ぶ研修を、町内会ノートを
基に行う。

実施
中

全町内会長が参加される総会にて、ノートを配布し説明を行った。
ノート掲載内容を充実させるほか、掲載の必要性の薄いと思われ
る内容を削除した。
全町内会長が参加される総会にて、ノートを配布し説明を行った。

継続。
より活用できる資料となる
よう改善を図る。

市民協働課

基本方針２ 市民協働の担い手の育成 （１）担い手の育成・活用
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通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

22 基2-(1)-7
町内公民館活動事
例発表会開催事業

町内公民館活動推進モデル地区を指
定し、公民館活動の充実を図るととも
に、公民館事業の事例発表を行う。

実施
中

多くの公民館長及び主事の聴講のもと、モデル地区指定をされた
３公民館の事例発表を行った。館長、主事のほか公民館活動に
かかわる人材の聴講も勧奨した。

地区の指定から事業の指定へと改めた。
多くの公民館長及び主事の聴講のもと、モデル事業の指定を受
けた３公民館の事例発表を行った。館長、主事のほか公民館活
動にかかわる人材の聴講も勧奨した。

継続 市民協働課

23 基2-(1)-8
町内会長連絡協議
会パソコン講座事
業

町内会長連絡協議会において、パソコ
ン操作など町内会の運営に必要な能
力の向上を図る講座を開催する。

実施
中

内容ごとに講座を８回に分けて開催した。ＳＮＳの活用についての
講座を設けた。

内容ごとに講座を８回に分けて開催した。パワーポイントの活用
についての講座を設けた。

継続 市民協働課

24 基2-(1)-9
ボランティア活動振
興事業（講座及び
セミナー）

園芸福祉ボランティア入門講座や手話
基礎講座など、ボランティア人材を育
成するための講座や、ボランティアの
ためのパソコン講座といったボランティ
アの事務処理等のスキルアップを図る
講座を開催する。

実施
中

今後ますます重要となる地域に根ざしたボランティアの育成を目
指し、各福祉センターを拠点にボランティア養成講座を実施した。

今後ますます重要となる地域に根ざしたボランティアの育成を目
指し、各福祉センターを拠点にボランティア養成講座を実施した。

ボランティア養成講座や
スキルアップ講座を開催
し、ボランティア人材の育
成を継続します。特に地
域に根ざしたボランティア
の養成について、各福祉
センターを拠点に実施で
きるよう支援を継続する。

社会福祉協議会

25 基2-(1)-10

地域福祉活動推進
事業（地区社会福
祉協議会会長連絡
会 主 催 事 業 の 開
催）

町内福祉委員会の組織力を強化する
ため、新任福祉委員研修会や町内福
祉委員会全体研修会等を開催する。

実施
中

平成２５年度は、地域福祉計画策定の年度にあたったため、地域
福祉計画策定の啓発事業「市民たすけあいフォーラム」として、町
内福祉委員会全体研修会を開催した。

平成２６年度は、第３次地域福祉計画の推進の初年度であったの
で、計画の推進に向けて、計画の重点項目に沿ったテーマで町
内福祉委員会全体研修会を開催した。

継続 社会福祉協議会

26 基2-(1)-11
地域福祉活動推進
事業（地域福祉活
動講座等事業）

防災・福祉の研修会など、生活に密着
した講習会を実施し、個別テーマごと
の実践者の育成を行うとともに、他の
地域団体での先進的な活動事例など
を紹介し、活動のヒントを得られるよう
な研修会を開催する。

実施
中

平成２５年度は、地域福祉計画策定の年度にあたったため、地域
福祉計画策定の地域会議として、各地区社協での地域福祉に関
するワークショップ等を延べ２４回開催した。また、各地区では介
護や介護予防に関する講座なども開催された。

平成２６年度は、各地区社協で、地域見守り活動や地域包括ケ
ア、サロン活動、防災、子どもの見守りなどのテーマで、地域福祉
活動勉強会、福祉講演会、講座などが開催された。

継続 社会福祉協議会

27 基2-(1)-12

町内会活動発表会
開催事業（自主防
災 組 織 活 性 化 事
業、地域見守り活
動モデル事業）

モデル事業を実施した町内会等の活
動を市内の他の町内会に波及させるた
め、実際にどのように取り組んできた
のか、そのノウハウや活動の秘訣など
を紹介する活動事例発表会を開催す
る。

実施
中

平成２５年度は、地域見守り活動推進事業の活動発表会と、自主
防災組織支援事業の成果報告会を１回ずつ開催した。

平成２６年度は、地域見守り活動推進事業の活動発表会と、自主
防災組織支援事業の成果報告会を１回ずつ開催した。

継続 社会福祉協議会

市民協働の担い手の育成 （１）担い手の育成・活用

《主要事業一覧》

基本方針２
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（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

28 基2-(2)-1
職員向けの市民協
働研修事業

協働のまちづくりを推進していく上で、
市職員に必要とされる考え方や姿勢及
び市民との関係を育む手法を習得する
ため、研修会を開催する。また、知識だ
けではなく市民活動団体の活動を目で
見て、肌で感じ、理解を深めるため、体
験研修を行う。

短期
特定非営利活動法人パートナーシップ・サポートセンターに委託
し職員２５名が全３回の講座を受講した。

特定非営利活動法人パートナーシップ・サポートセンターに委託
し職員１６名が全３回の講座を受講した。

まちづくり人養成講座初
級編に職員の参加を検討
する。
全職員向けの研修につい
ても検討する。

市民協働課

29 基2-(2)-2
職員ＮＰＯ法人派
遣研修事業

市職員がＮＰＯ活動に従事することでＮ
ＰＯ法人に関する相互理解を深めるこ
とを目的として、市職員をＮＰＯ法人へ
研修のため派遣する。

中期 未実施 未実施
交流センターにてＮＰＯ見
学会（市民対象）を開催予
定。そこに職員も含める。

人事課

30 基2-(2)-3
協働のまちづくり人
材 養 成 講 座 事 業
【再掲】

ワークショップを通じて、市民や市職員
が協働のまちづくりに関する基本的な
知識やスキルを共に学び合い、協働の
まちづくりを実践する仲間づくりができ
る講座を開催する。

短期 ※【再掲】につき、記入省略
※【再掲】につき、記入省略

　再掲元：基２－（１）－３【通し番号：１８】

２７年度はまちづくり人養
成講座初級編の開催を検
討

市民協働課

基本方針２ 市民協働に関する情報の収集及び提供 （２）市職員の意識改革の推進

《主要事業一覧》
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（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

31 基3-(1)-1

市民活動活性化事
業（市民活動セン
ター登録団体への
支援）

市民活動のサポート拠点として、安城
市民交流センター内に市民活動セン
ター「わくわくセンター」を設置し、市民
活動センター登録団体に対して、活動
室・和室・作業室及び印刷製本機器・
貸ロッカー等を無料で使用できるように
する。

実施
中

実施済み 実施済み 継続 市民協働課

32 基3-(1)-2
地区公民館管理・
運営事業

学習機会や交流の場であるとともに、
地域に軸足を置いた地域のまちづく
り、ひとづくりの拠点としての役割を果
たす。

実施
中

設備の整備を行い、気持ちよく利用していただいている。 設備の整備を行い、気持ちよく利用していただいている。 同左 生涯学習課

33 基3-(1)-3

地域福祉センター
管理・運営事業（福
祉の拠点づくり事
業）

地域福祉活動を推進するための拠点
施設として、福祉センターの管理運営
を行う。

実施
中

７か所の福祉センターの管理運営を行い、福祉センターにおいて
介護予防の体操や、高齢者や障害者を対象とした講座やボラン
ティア講座、センターサロンなどを開催し、地域福祉の推進に努
めた。

７か所の福祉センターの管理運営を行い、福祉センターにおいて
介護予防の体操や、高齢者や障害者を対象とした講座やボラン
ティア講座、センターサロンなどを開催し、地域福祉の推進に努
めた。

継続 社会福祉協議会

34 基3-(1)-4
町内公民館建設費
等補助金

地域の住民が文化的活動、教育的活
動、その他組織的な活動を行なうため
の町内公民館の建設・改修する場合に
要件に応じて費用の一部を補助する。

実施
中

公民館建設２件、公民館改修延べ２５件に対し事業費の一部を補
助した。

公民館改修延べ２８件に対し事業費の一部を補助した。 継続 市民協働課

市民活動がしやすい環境整備と活動の支援 （１）市民活動拠点施設の活用

《主要事業一覧》

基本方針３

7 / 13 ページ



（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

35 基3-(2)-1
市民活動活性化事
業 （ 情 報 受 発 信）
【再掲】

安城市民交流センターにおいて、市民
活動情報サイトの管理、メールマガジ
ンや情報誌の発行等により情報の受
発信を行う。また、交流センターまつり
やわくわく交流会の実施など、人と人を
繋ぐ交流によって情報の提供を行う。

実施
中

※【再掲】につき、記入省略
※【再掲】につき、記入省略

　再掲元：基１－（２）－１【通し番号：４】
継続 市民協働課

36 基3-(2)-2
市民活動活性化事
業（市民活動団体
支援）【再掲】

安城市民活動センターにおいて、市民
活動に関する情報を収集し、館内掲示
や配布により広く情報の発信を行う。ま
た、相談を受けることで、個人と団体も
しくは団体と団体のマッチングを行う。

実施
中

※【再掲】につき、記入省略
※【再掲】につき、記入省略

　再掲元：基１－（３）－４【通し番号：１４】
継続 市民協働課

37 基3-(2)-3
市民活動活性化事
業（人材・団体育成
事業）【再掲】

安城市民交流センターにおいて、市民
活動に造詣が深い人や先進的な活動
を行っている団体・個人を招いて、スキ
ルアップ講座及びわくわくサロンを開催
し、日ごろから市民活動をしている団体
や市民活動に関心がある市民に学ぶ
機会を提供する。

実施
中

※【再掲】につき、記入省略
※【再掲】につき、記入省略

　再掲元：基２－（１）－１【通し番号１６】
継続 市民協働課

38 基3-(2)-4

「団体登録申請書・
活動報告書の書き
方セミナー」開催事
業

登録申請書や活動報告書の書き方を
教えるセミナーを開催する。

短期 未実施
活動報告書の書式改正と合わせて平成２７年３月１９・２２日に市
民交流センターにてセミナーを開催。

必要に応じて検討 市民協働課

基本方針３ 市民協働に関する情報の収集及び提供 （２）市民活動センター機能の充実

《主要事業一覧》
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（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

39 基3-(3)-1
市民活動補助事業
（試行）

市民活動を財政面から支援する制度
を創設するにあたって、その制度の実
効性等を検証し、本格的な制度の創設
に役立てるため、補助事業を試行す
る。

短期 平成２５年度事業：６団体６事業、補助金総額５１１，０００円 補助事業の試行としては事業完了

事業完了
基：３－（３）－５【通し番
号：４３】にて補助事業運
用の進捗管理する。

市民協働課

40 基3-(3)-2
ふれあい補償制度
事業

主に町内会活動を中心とした地域活動
や青少年活動など、一定の要件を満た
したグループの社会活動中のケガや事
故に対して補償する。

実施
中

平成２５年度：申請８８件、支払い８２件、支払金額７３２，１０５円
平成２６年度：申請８２件、支払い６１件
支払金額７５３，０９６円

継続 市民協働課

41 基3-(3)-3
協働のまちづくり基
金制度の調査・研
究事業

協働のまちづくりを資金面から支援す
るための原資となる基金制度の創設に
向けて、法制度や運用手法などの面か
ら調査・研究を進め、制度のあり方に
ついて検討を行う。

短期
平成２５年４月１日基金設立
平成２５年４月１日～１２月３１日までの寄附金総額２３７，６１２円
（９件）、基金積立額５０２，０００円（マッチングギフト方式）

平成２５年４月１日基金設立⇒事業完了

事業完了
（制度のあり方について
は必要に応じて検討を行
う。）

市民協働課

42 基3-(3)-4 基金設置事業
市民協働のまちづくりを資金面から支
援するための原資となる基金の設置と
市民への基金設置の周知活動を行う。

短期
平成２５年４月１日基金設立
平成２５年４月１日～１２月３１日までの寄附金総額２３７，６１２円
（９件）、基金積立額５０２，０００円（マッチングギフト方式）

平成２５年４月１日基金設立
平成２６年１月１日～１２月３１日までの寄附金総額　４２９，０６３
円（１２件）、基金積立額９０４，０００円（マッチングギフト方式）
交流センターまつり、福祉まつり、どですかテレビ放送の際にＰＲ
を実施。

周知活動は継続
（広報あんじょう５月１５日
号にて市民協働推進基金
のＰＲを実施）

市民協働課

43 基3-(3)-5
基金を利用した市
民活動補助事業

基金を原資とした市民活動補助制度を
創設し、その運用を図る。

短期 平成２５年度事業：６団体６事業、補助金総額５１１，０００円
平成２６年度事業：９団体９事業
補助金総額９４２，０００円

継続 市民協働課

市民協働に関する情報の収集及び提供 （３）市民活動への財政的支援等の充実

《主要事業一覧》

基本方針３
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（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

44 基3-(3)-6
協働事業提案制度
事業

行政だけでは解決できない地域課題を
市民活動団体等との協働によって解決
していくため、行政がテーマ設定をして
協働事業を公募する「行政提示型事
業」や市民活動団体等の提案により協
働事業を進める「市民提案型事業」を
創設し、その運用を図る。

中期

『行政提示型事業』
平成２５年度：「協働事業事例集作成事業（担当課：市民協働
課）」をテーマとし、「あんねっと」と協働で作成した。
平成２６年度：「環境教育・学習推進事業（担当課：環境首都推進
課）」「多文化共生推進事業（担当課：市民協働課）」の二つをテー
マとし、「多文化共生推進事業」については「国際交流はなのき
会」より応募があり採択された。
『市民提案型事業』
平成２５年度：５事業
平成２６年度：５事業

『行政提示型事業』
平成２６年度：「環境教育・学習推進事業（担当課：環境首都推進
課）」「多文化共生推進事業（担当課：市民協働課）」の二つをテー
マとし、「多文化共生推進事業」については「国際交流はなのき
会」より応募があり、事業を協働で実施した。
平成２７年度：「第2次健康日本21安城計画推進事業（担当課：健
康推進課）」をテーマとし、『サークル「輪々」』「Anjoきらめきた～
い」より応募があり、採択された。
『市民提案型事業』
平成２５年度：５事業
平成２６年度：８事業
平成２７年度：７事業

継続 市民協働課

45 基3-(3)-7

「団体登録申請書・
活動報告書の書き
方セミナー」開催事
業【再掲】

登録申請書や活動報告書の書き方を
教えるセミナーを開催する。

短期 ※【再掲】につき、記入省略
※【再掲】につき、記入省略

　再掲元：基３－（２）－４【通し番号：３８】
必要に応じて検討 市民協働課

46 基3-(3)-8
あ ん じ ょ う ボ ラ ン
ティア・市民活動団
体助成事業

共同募金を財源として市内で活動する
ボランティア・市民活動団体を対象に
「はじめの一歩助成」と「ステップアップ
助成」の２種類の助成を行う。

実施
中

市民活動補助金の設立に伴い平成25年度をもって事業を終了し
た。25年度は「はじめの一歩助成」3団体、「ステップアップ助成」3
団体へ助成を行った。

従来の助成事業にかわって、「ボランティア活動備品購入費等助
成」と「ボランティア活動活性化応援助成」を新たに設置し、備品
は4件、活動は5件の助成を行った。

ニーズ等の実態に合わ
せ、助成事業の見直しを
検討します。

社会福祉協議会

47 基3-(3)-9
地域福祉活動助成
事業

町内会単位で設置されている町内福
祉委員会による地域福祉活動を支援
するため、少額の助成を行う。

実施
中

前年度と同様に、社会福祉協議会一般会費を財源として、各地区
社協ごとに助成要綱を定め、町内福祉委員会への活動助成を
行った。

前年度と同様に、社会福祉協議会一般会費を財源として、各地区
社協ごとに助成要綱を定め、町内福祉委員会への活動助成を
行った。

継続 社会福祉協議会

基本方針３ 市民協働に関する情報の収集及び提供 （４）専門家派遣による市民活動支援の実施検討

《主要事業一覧》
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（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

48 基4-(1)-1 協働推進員の配置
関係機関における協働推進と連絡調
整を図るため、関係各課に協働推進員
を配置する。

短期 未実施 先進地視察として逗子市を視察した。

職員に対する市民協働へ
の意識改革が重要と考
え、まずは職員研修等を
充実させていく。
当面は協働サポーターの
方々の協力も得ながら進
める。

市民協働課

49 基4-(1)-2
市民活動担当者の
交流事業

市民活動を支援している市民協働課と
生涯学習課（青少年の家も含む）と社
会福祉協議会の各担当者の情報交換
や交流の機会をつくる。

実施
中

「ボランティア・市民活動団体等関係機関連絡会」を１回開催し、
関係機関の担当者が、顔を合わせ、情報交換を行った。

「ボランティア・市民活動団体等関係機関連絡会」を１回開催し、
関係機関の担当者が、顔を合わせ、情報共有について可能な範
囲共有することで合意を得た。

情報共有による活動支援
の効率化や効果向上、利
用者の利便性向上に向
けて継続する。

市民協働課
生涯学習課

社会福祉協議会

50 基4-(1)-3
安城市市民協働推
進会議の設置

公募市民や市民活動団体、学識経験
者などで組織する会議を設置し、協働
推進計画の進捗状況の評価や市が協
働を推進させるための施策へ助言を行
う。

実施
中

４回開催 ３回開催 継続 市民協働課

基本方針４ 市民協働に関する情報の収集及び提供 （１）市民協働の推進・連携体制の構築

《主要事業一覧》
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（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

51 基4-(2)-1
協働サポーターク
ラブ設立支援事業

市民活動団体等をつなぐ中間支援の
役割を果たす、協働サポータークラブ
の設立を支援する。

短期 未実施
「まちづくり人養成講座中級編」受講者のうち、要件を満たし、加
入申請のあった１９人をメンバーとする協働サポータークラブの設
立する準備を行った。（要綱等の整備）

Ｈ２７．４．１
協働サポータクラブを設
立予定

市民協働課

52 基4-(2)-2
市民協働コーディ
ネーターの連携・
交流事業

市民協働コーディネーターが高い能力
を維持できるように研修会を行ったり、
コーディネーター間での情報交換を
行ったりすることにより知識を高める。

短期 未実施 未実施

まずはサポータークラブと
して活動の場を提供して
いく。社会福祉協議会マッ
チング交流会やわくわく
交流会など。

市民協働課

53 基4-(2)-3
市民協働コーディ
ネーターの育成事
業【再掲】

初級・中級・上級編の講座により、安城
市内及び市役所内で活躍する市民協
働コーディネーターを育成する。

中期 ※【再掲】につき、記入省略
※【再掲】につき、記入省略

　再掲元：基２－（１）－４【通し番号：１９】
継続 市民協働課

基本方針４ 市民協働に関する情報の収集及び提供 （２）中間支援組織の設立支援

《主要事業一覧》
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（資料１）

通
し
番
号

事業
番号

事　業　名 事　業　内　容
実施
時期

平成２５年度の実施状況 平成２６年度の実施状況
平成２７年度以降の
事業方針

担　当

54 基4-(3)-1

市民活動団体交流
及び活動発表会事
業（わくわく交流会
事業）【再掲】

団体がお互いの活動を紹介し、まちづ
くり活動を行う市民や団体同士が交流
し、お互いに知り合い、共に学び合い
ながら、それぞれの特徴を活かして、
相互連携・仲間づくりにつなげていく交
流会・発表会を開催する。

短期 ※【再掲】につき、記入省略
※【再掲】につき、記入省略

　再掲元：基２－（１）－５【通し番号：２０】
平成２８年２月開催予定 市民協働課

市民協働に関する情報の収集及び提供 （３）協働事業の評価・報告・公表

《主要事業一覧》

基本方針４
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